
令和５年９月発行 山形市認定農業者情報誌 １６５号 

現在の山形市の認定農業者数：389 名（令和５年８月） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
１ 事業の概要 

   認定農業者が農業経営改善計画に即して、安定的かつ効率的な農業経営を行うため、農業用機械・

ハウス等の導入及びオーバーホールに要する経費について、支援をするものです。 

 

２ 対象者、対象内容・条件、補助率等 

 整備事業（機械やハウス等の導入） オーバーホール事業（機械の点検） 

対象者 

 市内に住所を有する認定農業者 

（７１歳以上の方は農業後継者がい

ることが必須）又は認定農業者で組織

する団体（構成員に満７０歳以下の方

を含むこと） 

 市内に住所を有する認定農業者又は認定

農業者で組織する団体 

 

対象内容 

※ 

 機械・ハウス等の導入 

（乾燥機や格納庫等、一部対象外のも

のがありますのでご注意ください） 

中古の場合、法定耐用年数(７年)を超

過していないこと。 
※田植機・コンバインについては、「農業

機械導入支援事業」（別紙）の対象になり

ます。 

 コンバイン及び法定耐用年数（７年）を超

過したスピードスプレヤーのオーバーホー

ル 

※コンバインについては、法定耐用年数内で

あっても対象とする。 

対象内容

の条件 
 事業費が５０万円以上のもの  事業費が１０万円以上のもの 

補助率等 

 事業費の３０％以内 

 （補助金上限１００万円） 

※但し、トラクターを導入される場合

は、農産物の販売額が 1,000 万円以上

の個人、3,000 万円以上の法人に限り

上限１５０万円 

 事業費の３０％以内 

 （補助金上限２０万円） 

  

 

 

３ 要望について 

   別紙要望調書に必要事項を記入し、令和５年１０月３日（火）までに提出してください。整備事業

については※見積書を必ず添付してください。 
   ※見積書：単純に定価の金額で作成するのではなく、機械・ハウス等の実際の導入計画に即した金額（値

引き等）で作成していただくようお願いいたします。 

   なお、今回の要望で事業を確定するものではございませんのでご承知おきください。 
４ その他 

   来年度の事業内容について、今後変更になる場合がありますので、ご了承ください。 

   また、今回の要望を提出した方で、その後要望を取り下げた場合、次年度以降の要望を受け付けで

きなくなる可能性がありますので、確実な計画でご要望ください。 

 

発行》山形市農業振興協議会 

＜問い合わせ先＞ 

農政課 就農・経営支援係 

℡ 641-1212 内線 430 



 

 

 
 
 
 

１．補助の対象事業 

〇ビジネスチャレンジ支援事業 

・自らが生産する農畜産物を加工した新商品の開発や試作品の販売等に係る事業 

・体験農場、観光農園、農家レストラン等新たな販売方式の導入に係る事業 

・その他市長が必要と認める事業 

〇販路拡大支援事業 

農産物及び加工商品の販路拡大等に向けた、商談会、見本市等への出展に係る事業 

  ○グリーン・ツーリズム推進事業 

   体験農場、観光農園、農家レストラン、産地直売所等が誘客拡大に取り組む場合に必要と 

なる施設・設備等の整備に係る事業 

２．事業対象者  市内に住所を有し、農畜産物を販売目的で生産・加工する農業者等とする。 

３．交付の補助率と補助限度額 

 （１）ビジネスチャレンジ支援事業   

①農業者等自ら取り組む場合 ２／３   上限２５万円 

    ②商工業者等と連携する農業者等が取組む場合 １／２ 上限５０万円 

     ※ただし、重点的に活用を図るべき農畜産物を活用した場合は、補助対象経費の３ 

      分の２に相当する額とし、５０万円を上限とする。 

（２）販路拡大支援事業  １／２ 上限２５万円 

（３）グリーン・ツーリズム推進事業 1／３ 上限５０万円 

  ※上記の事業について、総事業費１０万円以上のものを対象とする。 

４．申込方法 

下記の提出書類を山形市役所農政課まで提出してください。 

※申請書等は市農政課で受領するほか、市ホームページからもダウンロードできます。 

山形市ホームページ：http://www.city.yamagata-yamagata.lg.jp/ 

５．提出書類 

申請書、事業計画書、補助事業に係わる経費の見積書、その他付随する資料(カタログ等)  
６．募集期間 

  令和５年９月１日（金） ～ 令和５年９月２９日（金） 

【公募終了後のスケジュール】 

    外部委員を含む補助金交付対象者決定審査会を開催し、6 次産業化の取り組みの実現性

や創意工夫性などをポイントとして審査（書類審査、事業主体によるプレゼンテーション

など）を行います。意欲的な 6 次産業化の取り組みに対し、補助金交付対象事業として決

定します。  

※提出の前に、申請内容等について事前に担当にご相談下さい。 

 
【お問い合わせ】 

担当 農林部農政課 6 次産業推進係  

電話 ０２３－６４１－１２１２（内線４３５） 

 山形市では、農業の振興と活性化を図るため、農畜産物の生産だけではなく、加工・販売を含め

た、農業を起点とした６次産業化の取り組みを支援します。 

http://www.city.yamagata-yamagata.lg.jp/


別紙 

令和５年   月   日 

令和６年度山形市認定農業者経営改善計画支援事業要望調書 

郵便番号 〒      －       

住所  

氏名
フリガナ

 
 

年齢 歳  

自宅電話  携帯電話  

消費税の扱い 税込み    ・    税抜き 

◇ 事業実施年度において７１歳以上の方は農業後継者がいることが必須です。 

農業後継者

の氏名 

 後継者の

年齢 
     歳 

続柄（申請者

から見て） 

 

 

１ 整備事業 

 
機械･ハウス等の名称及び能力･ 

規模等※ 馬 力 ・ 能 力 、 ○ 棟 ○ ㎡ 等 
新規・更新 新品・中古等の区分 整備予定時期 

例 フォークリフト２．０ｔ 新規・更新 新品・実演機・中古 令和６年５月 

１  新規・更新 新品・実演機・中古 令和  年  月 

２  新規・更新 新品・実演機・中古 令和  年  月 

事業費（消費税込額） （円） 

 
※見積書要添付（税抜き額と消費税額がわかるようにしてください。） 

※実演機・中古の場合、令和６年度において法定耐用年数（７年）に達していないものに限る。 

 

２ オーバーホール事業（コンバイン・スピードスプレヤー） 

 機械 事業費 取得年月 実施予定時期 
備考 

（コンバインのみ） 

例 

１

台 

コンバイン 
税

込 
５４０，０００（円） 

昭和 

平成 

令和 
２０年９月 令和６年９月 

 

稲刈前・稲刈後 

１

台 
 

税

込 
（円）

昭和 

平成 

令和 
年  月 令和 年  月 稲刈前・稲刈後 

 
※オーバーホール事業は見積書の添付は不要です。 

提出期限 令和５年１０月３日（火） 

（提出先） 

〒990-8540 山形市旅篭町二丁目３番２５号 農林部農政課 就農・経営支援係 あて 



令和６年度 機械導入等各補助金の要望調査 

令和６年度の下記事業について、要望調査を行います。各事業の対象等ご確認いただき、要望され

る方は別紙調書に必要事項記入し、見積書を添付の上ご提出いただきますようお願いいたします。 
なお、今回の要望で事業を確定するものではございませんのでご承知おきください。 

 
①農業機械導入支援事業 

農地の集約化を目指す認定農業者等及び農業法人等による大型農業機械の導入を支援するため、その導入

に要する経費について支援します。 
対象者 この市に住所を有し、主食用水稲の生産を行っている認定農業者・認定農業者で

組織する団体・農業法人で、対象作物を作付け、又は作付面積を拡大しようとして

いる方。 
事業実施年度において、満７０歳以下の認定農業者、満７１歳以上の認定農業者

で水稲の生産に係る後継者のいる方、認定農業者で組織する団体(満７０才以下の方

を含む)が対象となります。 
対象物件 田植機 、コンバイン（汎用型または自脱型）、それらと一体となって使用する各種

アタッチメント(箱施用剤散布機、同時施肥機、除草剤散布機、直播機など) 
※事業費の総合計額が５０万円以上のもの。 

補助率及び上限額 補助対象物件の購入に要する事業費の総合計額の１０分の３以内の額（その額に

千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額）とし、２年後の作付計画面

積に応じて、次のとおり上限額を定めています。 
・作付計画面積が５ha未満の場合、上限額は１００万円 

・作付計画面積が５ha以上１０ha 未満の場合、上限額は１５０万円 

・作付計画面積が１０ha 以上の場合、上限額は３７５万円（法人は５００万円） 

②スマート農業機器導入支援事業 

農業従事者の高齢化や後継者不足に対応するため、スマート農業機器の導入に要する経費について支援し

ます。 

対象者 山形市に住所を有する農業者、農業法人、集落営農組織 
対象物件（予定） アシストスーツ、特殊剪定鋏、農業用ドローン、 

ハウス内環境測定・制御システム等 
補助率及び上限額 補助対象物件の購入に要する経費の１０分の３に相当する額（その額に千円未満の端

数が生じた場合は、これを切り捨てた額）補助上限額は１００万円です。 
  

※ ご注意ください。 

対象物件の欄に掲げる農業機械が中古品である場合は、事業実施年度に

おいて法定耐用年数に達していないもので、残年数が 3 年以上あること。 

（裏面につづく） 



③センシング技術導入等事業 

農業経営の効率化と判定を図る事を目的として、生産コストの低減と水稲の収穫量の増加を図るためスマ

ート農業の取組を行う場合に支援します。 
対象者 山形市に住所を有し、下記スマート農業の取組を行う農業者、農業法人及び農業法人

に雇用されている方。 
対象事業 （１）センシング技術導入事業 

水田のリモートセンシング並びに撮影画像の評価及び分析に係る事業 
（２）認定オペレーターの資格取得事業 
ドローン操縦に係る認定オペレーターの資格取得に要する経費のうち、講習の受講料等 

補助率及び上限額 （１）センシング技術導入事業 ２分の１ 
（２）認定オペレーター資格取得事業 １０分の３ 
※その額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額 

④戦略農産物作付促進事業 

主食用水稲の需給安定を図るため、対象水田において主食用米の作付けから戦略農産物の作付けに転換し、

戦略農産物の本作化を目指す取組を行う農業者を支援します。 
戦略農産物 ねぎ、さといも、落花生 
対象事業 （１）機械導入事業 

下記対象機械を導入する事業 
（２）作付奨励事業 
対象水田にねぎを新植し出荷販売する場合、作付け初年度に限り奨励金を交付する事業 

対象水田 次のいずれにも該当する水田 
（１）戦略農産物の合計作付面積が１０a 以上の水田 
（２）一筆の土地全部に同一の戦略農産物を作付けする水田 

対象機械 ねぎ・さといも・落花生の生産に必要な農業機械 
トラクターアタッチメント（トラクター本体を除く。）、溝堀機、播種機、収穫機、皮む

き機、選別機、管理機 など 
補助率及び上限額 （１）機械導入事業  

対象機械の購入に要する経費の１０分の３（その額に千円未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てた額）補助上限額は３７５万円です。 
（２）作付奨励事業 

作付面積（畦畔を除く。）に１０ａあたり１０万円を乗じた額 
 
 
 
 
 

令和６年度に助成を希望する方は、別紙要望調書に必要事項をご記入の上、見積書を添えてご提出く

ださい。なお、今回の要望で事業を確定するものではございませんのでご承知おきください 

要望調査の提出期限は１０月３日（火）です。期日まで忘れず提出してください。 
（担当）山形市農林部農政課営農改善係 ☎６４１－１２１２ 内線４３３・４３４ 

※ ご注意ください。 

対象物件の欄に掲げる農業機械が中古品である場合は、事業実施年度に

おいて法定耐用年数に達していないもので、残年数が 3 年以上あること。 



別紙 

令和５年  月  日 

令和６年度山形市（農業機械・スマート・センシング・戦略農産物）補助金要望調書 

郵便番号 〒      －       

住所  

氏名
フリガナ

 
 

年齢 歳 

自宅電話 ‐   ‐ 携帯電話 ‐   ‐ 

R5 年の水稲

作付面積 
 

R8 年の水稲

作付面積 
 

消費税

の扱い 
税込み・税抜き 

※上記農業者の年齢が 71 歳以上の場合（農業機械導入支援事業） 

農業後継者

の氏名 
 

農業後継者

の年齢 
 続柄  

団体の場合 

団体名  

構成員名・年齢 

住所 

  

構成員名・年齢 

住所 

  

対象機械の購入 

 
機械の名称及び能力･規模等

※ 馬 力 ・ ○ 条 刈 り 
新規・更新 新品・中古等の区分 整備予定時期 

例 田植機 5 条植 新規・更新 新品・実演機・中古 令和６年 ５ 月 

 新規・更新 新品・実演機・中古 令和６年  月 

 新規・更新 新品・実演機・中古 令和６年  月 

事業費（消費税込額） （円） 

その他の取組（センシング・戦略作物） 

 取組事業 取組数 事業費 

※例）ドローンオペレーター資格取得 など （人）

（㎡）
（円） 

 
※見積書を添付してください。 

※見積書の金額は、税抜き額と消費税額がわかるようにしてください。 

※実演機・中古の場合、令和６年度において法定耐用年数（７年）まで３年以上残

っているものに限ります。 
 
提出期日 令和５年１０月３日（火）必着でお願いします。 

（提出先）〒990-8540 山形市旅篭町二丁目３番２５号 農林部農政課営農改善係あて 



 
 
 耕作放棄地の再生利用・支援策をお知らせいたします。 

 

耕作放棄地を解消し営農を行う場合の支援策として、山形市耕作放棄地解消支援事業が

ございます。 

 取り組みを希望される場合は、下記によりご相談ください。 

 

◎耕作放棄地解消支援事業について  
 

○対象者及び対象農地は次のとおりです。 

① 農業者若しくは農業者団体 

② 次の全ての要件を満たす農地 

・山形市内 

・自己所有地以外（相続した親族で、耕作を再開する場合を含みます。） 

・荒廃の程度が一定以上（解消事業費により判断されます。） 

・農業委員会の調査により、荒廃農地と判断された農地 

   ※詳しくは下記“本事業活用のポイント”をご覧ください。 

 

○再生利用活動（耕作放棄地を再生し、利用する取り組み） 

再生作業（障害物除去、土づくり、営農定着等。ただし、地目登記が「水田」の場合

は、転作作物を作付けするものに限る。） 

・ 荒廃の程度、再生に要した経費に応じ、１０ａ当り、3万円（利用権設定見込み又は相続）

又は5万円（利用権設定した者）を上限として補助します。 

 

○本事業活用のポイント 

・ 農地の貸借契約等により、土地所有者に代わり再生作業を行う方が対象となります。 

※売買の場合は要相談 

・ 中山間地域等直接支払事業費補助金及び多面的機能支払交付金の対象農地となっている場

合は対象となりません。 

・ その他の要件など詳細については、お問い合わせください。 

 
◎相談について 
 令和５年度の事業として事前相談を受け付けいたします。 
 ・相談期間 令和５年１０月２日（月）まで 
 ・必要書類 地名地番、所在、面積等のわかるもの、見積書（参考）をご準備ください。 
   
           ※実施にあたっては、今年度中に事業完了できるものに限ります。 
 

お問い合わせ  山形市役所 農政課 農政企画係 

６４１－１２１２（内４２９．４３７） 


